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令和元年度及び令和２年度酒田市健全化判断比率の修正に伴う審査意見の提出について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、令和３年１１月１０

日付け総発第２３９号で審査に付された令和元年度及び令和２年度健全化判断比率並びにその

算定の基礎となる事項を記載した書類について審査をしたので、別紙のとおり意見を提出します。



 

令和元年度及び令和２年度酒田市健全化判断比率の修正に伴う審査意見 

 

１ 審査の対象 

令和元年度及び令和２年度酒田市健全化判断比率 

その算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

２ 審査の期間 

令和3年11月 10日から令和3年 11月 25日まで 

 

３ 審査の方法 

この審査は、市長から審査に付された修正された健全化判断比率の算定及びその比率の算

定の基礎となる事項を記載した書類が、地方公共団体の財政の健全化に関する法律その他関

係法令等に基づき算定され、適正に作成されているかを主眼として、関係書類と照合審査す

るとともに、関係職員の説明を聴取して行った。 

 

４ 審査の結果 

審査に付された修正された健全化判断比率の算定及びその比率の算定の基礎となる事項を

記載した書類は、いずれも関係法令等に準拠して算定され、適正に作成されているものと認

められた。 

 

区 分 
令和元年度 

（％） 

令和2年度 

（％） 

早期健全化

基準（％） 

将来負担比率 
修正前 38.0 38.3 

350.0 
修正後 37.6 38.5 

 

５ 審査意見 

令和元年度及び令和２年度の本市の修正された将来負担比率は、いずれも早期健全化基準

を相当程度下回っているが、今後とも健全な財政運営を推進されるよう望むものである。 



5
9
,
4
9
4
,
4
2
2

1
2
,
3
2
4

2
1
,
6
6
1
,
3
6
5

0
9
1
,
1
5
0
,
8
9
9

6
0
,
5
6
0
,
5
0
4

2
6
,
2
9
0

2
2
,
9
7
7
,
6
6
6

0
9
2
,
8
8
6
,
3
7
1

6
1
,
4
2
9
,
8
4
5

4
3
,
3
9
3

2
4
,
9
4
9
,
5
5
2

0
9
4
,
9
4
7
,
1
8
2

 
　

特
定

歳
入

う
ち

都
市

計
画

税

修
正

前
9
,
5
7
4
,
4
0
9

1
2
,
7
2
5
,
1
4
6

6
,
4
5
2
,
7
5
8

修
正

後
9
,
5
7
4
,
4
0
9

1
2
,
6
6
6
,
7
8
5

6
,
4
5
2
,
7
5
8

修
正

前
9
,
5
8
5
,
1
4
7

1
2
,
9
4
5
,
1
1
6

6
,
6
3
4
,
2
3
1

修
正

後
9
,
5
8
5
,
1
4
7

1
2
,
9
4
5
,
1
1
6

6
,
6
3
4
,
2
3
1

1
0
,
3
0
0
,
9
2
5

1
3
,
5
0
7
,
3
4
5

7
,
3
4
5
,
3
9
9

2
9
,
3
3
7
,
7
5
7

6
,
1
2
8
,
3
8
2

（
修

正
後

）

修
正

前
3
8
.
3

Ａ
9
1
,
1
5
0
,
8
9
9

-
Ｂ

9
,
0
0
1
,
6
9
2

修
正

後
3
8
.
5

Ｃ
2
9
,
3
2
8
,
7
0
4

-
Ｄ

2
3
,
3
4
5
,
3
7
7

修
正

前
3
8
.
0

Ａ
9
2
,
8
8
6
,
3
7
1

-
Ｂ

8
,
6
4
5
,
8
1
1

修
正

後
3
7
.
6

Ｃ
2
8
,
9
2
7
,
4
7
1

-
Ｄ

2
2
,
9
6
3
,
5
9
9

Ａ
9
4
,
9
4
7
,
1
8
2

-
Ｂ

7
,
9
7
6
,
4
5
9

Ｃ
2
9
,
3
3
7
,
7
5
7

-
Ｄ

2
3
,
2
0
9
,
3
7
5

3
5
0
,
2
7
8

2
,
5
6
3
,
9
6
5

6
1
,
7
1
0
,
2
9
7

審
査

資
料

　
将

来
負

担
比

率
計

算
書

Ｂ
充

当
可

能
財

源
等

の
内

訳

Ａ
将

来
負

担
額

の
内

訳
（

単
位

　
千

円
)

7
,
4
1
8
,
8
2
3

7
,
6
5
7
,
1
9
6

8
6
,
9
7
0
,
7
2
3

5
,
9
8
3
,
3
2
78
4
,
2
4
0
,
5
6
0

6
3
,
1
6
2
,
4
5
3

8
,
1
7
4
,
1
1
4

8
2
,
1
4
9
,
2
0
7

5
9
,
9
0
8
,
0
1
3 8
2
,
1
4
9
,
2
0
7

2
年

度

元
年

度
6
1
,
6
2
6
,
0
0
8

8
4
,
1
5
6
,
2
7
1

3
0
年

度

将
来

負
担

比
率

（
％

）

8
6
,
9
7
0
,
7
2
3

6
,
1
2
8
,
3
8
2

5
,
9
6
3
,
8
7
2

元
年

度

3
4
.
3

8
4
,
2
4
0
,
5
6
0

3
0
年

度

 
　

充
当

可
能

基
準

財
政

需
要

額
算

入
見

込
額

合
計

Ｃ
標

準
財

政
規

模

地
方

債
現

在
高

債
務

負
担

行
為

支
出

予
定

額
公

営
企

業
債

等
繰

入
見

込
額

組
合

負
担

等
見

込
額

退
職

手
当

負
担

見
込

額

1
,
6
6
4
,
7
1
5

2
8
,
9
2
7
,
4
7
1

5
,
9
6
3
,
8
7
2

　
　

　
  

  
  

　
　

　
　

区
分

　
年

度

　
　

　
  

  
  

　
　

　
　

区
分

　
年

度

2
年

度

元
年

度

3
0
年

度

5
9
,
9
0
8
,
0
1
3

8
2
,
2
0
7
,
5
6
8

2
年

度
2
9
,
3
2
8
,
7
0
4

5
,
9
8
3
,
3
2
7

Ｄ
基

準
財

政
需

要
額

算
入

額

設
立

法
人

負
担

見
込

額
計

充
当

可
能

基
金

Ａ
将

来
負

担
額

－
Ｂ

（
充

当
可

能
基

金
額

＋
特

定
財

源
見

込
額

＋
地

方
債

現
在

高
等

に
係

る
基

準
財

政
需

要
額

算
入

見
込

額
）

Ｃ
標

準
財

政
規

模
－

Ｄ
元

利
償

還
金

・
準

元
利

償
還

金
に

係
る

基
準

財
政

需
要

額
算

入
額

将
来

負
担

比
率

×
1
0
0

＝


